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MVNO独自ガイドラインへの対応状況（ヒアリング結果）
前回同様、2021年8月に改定した『MVNOにおける青少年へのフィルタリングサービスの加入奨励に関する指
針』に対する各社の履行状況について13社※より回答を得た。
前回より、各項目において、対応が進んでおり、引き続き各社へ対応状況について、定期的に確認を行い、フィ
ルタリングの利用促進を図るためガイドラインへの遵守を依頼していく。
※内11社は前回と同様の事業者、2社が新たな事業者であるため、前回の数値は参考値。

ガイドライン追加項目 実施済み 実施予定 未定 予定なし
 使用者確認の徹底ついて

青少年利用のスマホでのフィルタリングサービスの利用率向上に向
け、青少年に関わらず、全ての契約者へ使用者確認及び使用者
登録を実施する旨を追加。
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0社
（0社）

 申込率改善への取組について
オンライン申し込みや利用手続の際には、フィルタリングサービスの申
込み有無が契約者による選択ではなく、予め申し込み有となる手
順とすることを追加。
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ガイドライン追加項目 記載済み 記載予定 未定 予定なし

 子供と共有する場合の注意喚起
低年齢層の子供と共有する場合を考慮して、重要事項説明書等
への注意喚起など、契約手続き時に保護者がフィルタリングの必要
性を認識できるよう取り組む内容を追記。
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ガイドライン追加項目 実施済み 実施予定 未定 実施困難 予定なし

 フィルタリングの利用向上への取組について
オンライン契約の場合、有効化措置を保護者自身に実施いただく
必要があり、また、有効化措置の実施有無については、保護者から
の申告となるため、事業者が自身でアクティベート状況を確認できる
よう努力する内容を追加。
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（ ）内は前回
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MVNO独自ガイドラインへの対応状況（未対応等の理由）
ガイドラインへの対応状況ヒアリングおいて、「未定」及び「予定なし」などの回答事業者に対して、
理由をヒアリングし、以下の通り回答を得た。
問題点 内容

使用者確認の徹底ついて
•未定 ：2社
•予定なし ：0社

■未定の理由
•利用規約上、青少年の利用、及び契約者以外の利用を認めていないため未対応だったが、使用者
確認、及び情報の登録の実施については検討中。

• MNOの低価格プランなどにより、競争環境が激しく、開発コストの捻出が難しい。

申込率改善への取組について
•未定 ：8社
•予定なし ：0社

■未定の理由
• フィルタリングサービスも有料オプションサービスとしての提供であり、他のオプションサービス同様に意図
しない申し込みやそれに伴う金銭的な負担の発生を防ぎ、お客様が自らの意思で選択し加入いただ
く方式としている。

•利用規約上、青少年の利用を認めていないため未対応だったが、申込率の改善について検討中。
• オンライン申し込み画面の改修が必要。
• オンライン契約手続きの手順を大きく変更する必要があり、システム改修の規模が大きくなるため。
• MNOの低価格プランなどにより、競争環境が激しく、開発コストの捻出が難しい。
•他社提供サービスのご利用を案内しているため。
•申込インターフェース画面の改修を含めて検討中。
なお、現時点の申込インターフェース画面では、フィルタリングサービスの利用有無を選択する直前に
強調表示（赤字での記載）にてフィルタリングサービスの有用性等を案内したうえで、フィルタリング
サービスの詳細説明をしているページへのリンクも配置いる。

•現在オンラインによる受付を実施しておらず、相対による契約取得としている。

フィルタリングの利用向上への取
組について
•未定 ：1社
•予定なし ：0社

■未定の理由
•利用規約上、青少年の利用を認めていないため有効化措置が必須ではないため。
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各社の取り組みについて①

■JCOM株式会社
① 下記URLにて検討中のお客さまにあんしんフィルターの案内

https://www.jcom.co.jp/service/mobile/option/anshin_filter/ 

② 既加入者には専用ページにて設定方法を案内
https://cs.myjcom.jp/anshin_filter

③ 当月加入してあんしんフィルター申込済みで、有効化していないユーザーに、翌月に有効
化喚起のSMSを送付。

http://www.telesa.or.jp/index.html
https://cs.myjcom.jp/anshin_filter
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各社の取り組みについて②

■株式会社オプテージ
Web申込の際に登録された利用者が青少年であった場合、フィルタリングの利用を促す画面
を表示。また、店舗での申し込みの際に、重要事項説明書にて利用者の確認、およびフィル
タリングサービスの提供について説明している。
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各社の取り組みについて③

■ビッグローブ株式会社
① 店頭用として、フィルタリングの説明チラシを作成。
② モバイル利用者向けコンテンツ「しむぐらし」で、青少年フィルタリングに関する記事を掲載
・「ペアレンタルコントロールとは？子どもの安全なスマホ利用にオススメ3選！」
https://join.biglobe.ne.jp/mobile/sim/gurashi/parental_control/
・「格安SIMでもトラブル回避！子どもに伝えたいスマホのルール」

https://join.biglobe.ne.jp/mobile/sim/gurashi/smp_for_kids_attention/
・「子供にスマホは持たせるべき？メリット・デメリットと対策を紹介」
https://join.biglobe.ne.jp/mobile/sim/gurashi/tips_0144/

http://www.telesa.or.jp/index.html
https://join.biglobe.ne.jp/mobile/sim/gurashi/parental_control/
https://join.biglobe.ne.jp/mobile/sim/gurashi/smp_for_kids_attention/
https://join.biglobe.ne.jp/mobile/sim/gurashi/tips_0144/
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各社の取り組みについて④

■イオンリテール株式会社
① オリジナルアプリの開発体制
自社専用のフィルタリングアプリの課題改善について、継続したアップデート体制を構築。
顧客ニーズ、及び社会的要請に応えるべく開発を継続している。

② 現在はAndroid専用となっているが、iOS版もリリース予定。
③ 店舗スタッフ向けの勉強会開催
全店舗スタッフを対象にベンダー主催で勉強会を実施。

④ 店舗フォロー体制の充実
ベンダー提供の店舗スタッフ専用窓口を開設し、店頭で積極的な加入勧奨を後押し。

■株式会社TOKAIコミュニケーションズ
① 使用者が18歳未満である場合、サービス申込時に対面ではフィルタリングサービス加入
確認書を取得しフィルタリングの必要性を説明し、WEB申し込みでは申込経路上でフィ
ルタリングの必要性を説明している。

② サービス申込時に使用者が18歳未満であると回答したユーザに対し、フィルタリングサービ
スの利用状況をWEB経由で回答するよう、メールで定期配信している。

■ニフティ株式会社
青少年のお子様を持つ親御様にも、ペアレンタルコントロール等をはじめとした内容がわかりや
すいようなWEB表記を行い、随時内容の更新を行っている。
https://security.nifty.com/sec24/products/parental/index.htm

http://www.telesa.or.jp/index.html
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